
地域資源をいかし、まもり、つなぎ、つくる ひらかたの持続可能な発展へ
大阪府枚方市（2024年度選定）

6.取組成果
●【経済】
枚方市駅周辺再整備において、施設の整備完了とともに魅力的な情報発信、関係機関と
の連携を通して、市駅周辺の賑わいに係るKPIは、「にぎわい空間創出事業」の来場者が当
初値より4倍増となったものをはじめ、2026年の目標値を上回る結果となった。
公民・民民連携の推進による共創プラットフォームを通して、新たな市の特産品として「枚方ち
まき」や「枚方産バウムクーヘン」等の地域ブランド創出を行った。
●【社会】
健康や子育てに関する取り組みのKPIは、概ね目標値達成に向けて当初値を上回る結果と
なっている。取り組みの中では、共創プラットフォームを活用し、市内の大学と企業の民学連
携により、大阪・関西万博において盆踊りを行うにあたり、CGを用いた踊り方解説などの取り
組みを行った。
●【環境】
2050年までに二酸化炭素の排出を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を目指し、調整池
などにフロート型大型太陽光発電設備を設置し、発電した電気を商業施設への供給を開始
し、温室効果ガスの排出量も目標値達成に向けて削減している。

7.今後の展開策
共創プラットフォームの活用を通して市民・事業者・行政が「共創」や、企業版ふるさと納税の
活用といった資金の確保などの取り組みを通して、本市の最重点施策である枚方市駅周辺
再整備と子育て支援策を軸に、まちの魅力を向上させ、将来にわたって人が長く住み続ける
ことができる持続可能なまちづくりを2030年を目指し行う。

4.自治体SDGs推進等に向けた取組
◆【経済】地域資源を生かし、人々が集い活力がみなぎるまち
◆【社会】健やかに、生きがいを持って暮らせるまち

一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
◆【環境】自然と共生し、美しい環境を守り育てるまち

安全で、利便性の高いまち

経済面で枚方市駅周辺の再整備及び地域資源を生かした取り組みによ
る地域経済の活性化、社会面で子育て支援をはじめとしただれもが安
心・安全に住み続けられる環境の整備、環境面では地域脱炭素や環境
保全などの推進を掲げており、３側面それぞれの取り組みが相乗効果をも
たらすことで、好循環を生み出し、持続可能なまちの発展をめざす。取り
組みの中では、「枚方市SDGs推進登録制度」や「枚方市公民連携プ
ラットフォーム」等による市民・事業者などの多様なステークホルダーとの連
携、企業版ふるさと納税活用といった資金の確保と併せて取り組みを促
進させ、魅力あるまちづくりを行う。

5.取組推進の工夫
「枚方市公民連携プラットフォーム」では、市の課題解決に向け、昨年度
は提案数90件、実現数22件の連携事業があり、今後も公民連携事業
を推進していく。

1.地域の特徴と
課題及び目標

本市は、大阪、京都、奈良のほぼ中間に位置しており、古くから交通の要衝として発展してきた。
また、枚方市駅周辺の再開発による駅前の賑わい拠点の創出や、中小企業を中心とした7つ
の企業団地の集積、市街地における商店街の形成など、交通の利便性を生かした産業活動
も盛んなまちとして発展し、豊かな自然環境と便利な都市機能を同時に有する多機能都市で
ある。将来見通しとしては、総人口の減少や少子高齢化が進展していく見込みであり、地域で
活躍する人材の不足による地域産業やコミュニティ等の衰退が懸念されている。

2.関連する
ゴール

3.取組の概要
(三側面をつなぐ統合
的取組概要を含む)

本市のあるべき姿「持続的に発展し、一人ひとりが輝くまち」を実現するため、「環境」の取り組みにより、さらなる生活基盤の安定と自然環境への意
識高揚を図ることで、郷土愛を育み、まちの課題に対する「ジブンゴト」意識の醸成につなげ、「社会」の取り組みを活性化させる。「社会」の取り組
みの活性化により、人々の地域活動を活発化させ、「経済」の取り組みの活性化、好循環へとつなげることにより、持続可能なまちづくりを推進する。

（様式２－１）

8.他地域への展
開状況（普及効果）

本市が抱える人口減少に起因する課題は、日本全体の課題の縮図であると言え、その課題解決は同じ課題を抱える自治体の先進事例となり得
ることから、SDGsの実現に向けた取り組みを横展開する際のロールモデルとして適している。
本市では、取組を市ホームページや大阪府ホームページで紹介するとともに、枚方市SDGｓ推進登録制度における市域以外の登録者による
SDGｓに関する活動により市内外問わず広く取組を発信している。



SDGs未来都市計画名
⾃治体ＳＤＧｓモデル事業
⼜は特に注⼒する先導的取組

⼤阪府枚⽅市

2025年8⽉

SDGs未来都市等進捗評価シート（様式１）

枚⽅市　ＳＤＧｓ未来都市計画

ー

2024年度選定



（１）計画タイトル

（２）2030年のあるべき姿

（３）2030年のあるべき姿の実現へ向けた優先的なゴール

（４）2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況
No 指標名

※【】内はゴール・ターゲット番号
達成度
(%)

経済 1
枚⽅市駅周辺が賑わい、魅⼒あふ
れる中⼼市街地であると感じている
市⺠の割合

2023年 40.2 ％ 2024年 39.9 ％ 2030年 50.2 ％ -3%

経済 2 観光消費推計額 2022年 1,354,682 千円 2024年 533,784 千円 2030年 2,706,472 千円 -61%

3 市の創業⽀援を受けて創業した件
数 2022年 23 件 2024年 38 件 2030年 35 件 125%

社会 4 健康寿命（男性） 2020年 80.2 歳 2024年 80.1 歳 2030年 81.0 歳 -13%

4 健康寿命（⼥性） 2020年 84.1 歳 2024年 84.0 歳 2030年 84.6 歳 -20%

社会 5 ⼼⾝ともに健康に暮らせる環境が
整っていると感じている市⺠の割合 2023年 51.5 ％ 2024年 56.7 ％ 2030年 61.5 ％ 52%

6 安⼼して⼦育てできる環境が整って
いると感じている市⺠の割合 2023年 39.3 ％ 2024年 45.8 ％ 2030年 49.3 ％ 65%

環境 7 市域から排出される温室効果ガス
排出量 2022年 2,251,678 t-CO2 2024年 2,181,281 t-CO2 2030年 1,491,167 t-CO2 9%

8 市全域の緑地⾯積 2022年 1,501 ha 2024年 1,532 ha 2030年 1,538 ha 84%

環境 9
⾥⼭や農地などの豊かな⾃然環境
が保全されていると感じている市⺠
の割合

2023年 24.4 ％ 2024年 32.4 ％ 2030年 34.4 ％ 80%

10 防災体制が整っていると感じている
市⺠の割合 2023年 38.0 ％ 2024年 34.3 ％ 2030年 48.0 ％ -37%

当初値

SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（2030年のあるべき姿）

枚⽅市　ＳＤＧｓ未来都市計画

経済 社会 環境

都市基盤の整備や地域共⽣社会・脱炭素社会の実現など様々な課題に対して、 ICT 技術を活⽤しながら、市⺠をはじめ、あらゆる主体と連携・協⼒しながらまち
づくりに取り組むこととしている。今後、⼈⼝減少が進む中にあっても、より⼀層、市⺠が住み続けたい、市外の⼈が住みたいと思える魅⼒あるまちへと発展し続ける と
ともに、あらゆる世代の誰もが「⽣涯活躍」でき、ともに⽀えあいながら市⺠全体で地域を創る「地域共⽣社会」の実現をめざす。

2030年（⽬標値）2024年（現状値）

2024年度



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（2030年のあるべき姿）

2024年度

（５）「2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等
●指標１︓「枚⽅市駅周辺が賑わい、魅⼒あふれる中⼼市街地であると感じている市⺠の割合」
　達成度が25％未満となった要因としては、本指標は毎年度実施している市⺠意識調査を基にしている数値であり、明確な要因については不明である。数値として
はほぼ横ばいであるため、施策についてさらなる周知啓発を⾏う。
●指標２︓「観光消費推計額」
　達成度が25%未満となった要因としては、造成したツアー及びモデルコースを含むプロモーション不⾜が考えられる。対応策としては、万博開催に合わせたプロモー
ションを展開するとともに、万博終了後は⺠間活⼒を⽣かしたツアー造成・販売をすることで、本市への誘客を図り、本市の観光を楽しんでもらうことで消費活動へと
繋げていきたい。
●指標３︓「市の創業⽀援を受けて創業した件数」
　進捗が良かった要因として、地域活性化⽀援センターでは、各⽀援機関との連携強化を図り、多くの⽅の知⾒を活⽤できるコミュニティ型の創業⽀援施設として、
創業⽀援のワンストップ窓⼝の役割を担い、各種相談やセミナー等を効果的に実施できたこと。また、創業初期の中⼩企業者に対するテイクオフ補助⾦の交付など、
創業から成⻑、事業継続までの切れ⽬のない⽀援に取り組んだことである。
PRできる点は、令和６年４⽉にリニューアルオープンして、新たにコワーキングスペースとシェアオフィスを開設した。コワーキングスペースには、コミュニティ形成を図るため
利⽤者と交流を図るコミュニティマネージャーが常駐しており、創業を⽬指す利⽤者と積極的にコミュニケーションを図っている。また、ひらっくランチ会などの利⽤者交流
イベントを定期的に開催しており、その参加者からも創業需要を掘り起こしていることである。
●指標4︓「健康寿命」
・達成度が25%未満となった直接的な要因は不明であるが、１つは新型コロナウイルス感染症の拡⼤以降、外出や⼈との交流を控える傾向は特に⾼齢者において
根強く続いており、また活動⾃粛が敷かれたことをきっかけに地域での集まりの場等も減少したことから、⾼齢者の⾝体機能の低下・フレイル状態の重度化などを招い
ていると考えられる。
・今後の対策として、現在まで継続して取り組んでいる健康づくりの推進、⽣活習慣病予防・重症化予防、介護予防等のさらなる推進に加え、若い世代へのアプ
ローチを強化することにより、より早い時期からの健康に対する意識の向上、よりよい⽣活習慣の定着を図るよう取組む必要がある。
●指標７︓「市域から排出される温室効果ガス排出量」
　電気の使⽤から排出される⼆酸化炭素の排出係数が、⽬標の設定時に想定していた数値よりも⼤きく増加したことが⽬標未達成の主な要因と考えられる。
　⽬標達成に向け、引き続き温室効果ガスの削減に向けて国⺠運動「デコ活」を幅広い世代に呼び掛け、ライフスタイルを⾒直すきっかけを創出するとともに、市⺠・
事業者の脱炭素に向けた具体的な取り組みを促進するため、補助事業を実施し、再エネ・省エネ促進などに関する⽀援を実施する。
●指標10︓「防災体制が整っていると感じている市⺠の割合」
　達成度が25％未満となった要因としては、⾃主防災訓練を⾏う校区⾃主防災組織にとって、訓練の優先順位が、従来型の住⺠を広く巻き込む形から、校区の役
員を中⼼とした避難所運営訓練へと質的に変化したことで、参加者数が減少していることなどが考えられる。



（１）⾃治体SDGsの推進に資する取組の達成状況

No 取組名 指標名 達成度
（％）

1
枚⽅市駅周辺再整
備の推進による賑わ
いの創出

ニッペパーク岡東中央
（市駅近くの公園）
での「にぎわい空間創
出事業」における来場
者数

2022年 11,658 ⼈ 2024年 50,670 ⼈ 2026年 15,517 ⼈ 1011%

2
枚⽅市駅周辺再整
備の推進による賑わ
いの創出

枚⽅市観光案内所
Syuku56 利⽤者数 2022年 データなし ⼈ 2024年 67,267 ⼈ 2026年 41,000 ⼈ 164%

3 観光資源を⽣かした
地域活性化

⾈運事業者が運航す
る⾈運イベントの参加
者数

2022
年 1,187 ⼈ 2024年 1,876 ⼈ 2026年 2,847 ⼈ 42%

4
新たな農業特産品
の創出や6次産業化
の促進

東部地域の農産物を
活⽤して新たに製作さ
れた商品数（累計）

2022年 4 品 2024年 5 品 2026年 6 品 50%

5
新たな農業特産品
の創出や6次産業化
の促進

東部地域（穂⾕地
区）で開催される市
主催イベントの来場者
数

2022年 398 ⼈ 2024年 342 ⼈ 2026年 500 ⼈ -55%

6 創業⽀援・起業⽀
援のさらなる充実

市の創業⽀援を受け
て創業した件数（再
掲）

2022年 23 件 2024年 38 件 2026年 31 件 188%

7 健康寿命延伸に向
けた取り組みの推進

⾼齢者が地域でいきい
きと暮らせる環境が
整っていると感じている
市⺠の割合

2023年 34.2 ％ 2024年 35.2 ％ 2026年 39.2 ％ 20%

8 健康寿命延伸に向
けた取り組みの推進

企業への健康づくりに
関する⽀援数 2022年 3,526 回 2024年 4,993 回 2026年 3,900 回 392%

9 健康寿命延伸に向
けた取り組みの推進

コンソーシアム連携事
業への参加者数 2023年 11,601 ⼈ 2024年 15,865 ⼈ 2026年 12,000 ⼈ 1069%

SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2024年〜2026年

当初値 2026年
⽬標値

2024年
実績

2024年度

※2024年開館のため



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2024年〜2026年

2024年度

No 取組名 指標名 達成度
（％）

10
「誰⼀⼈取り残さな
い」社会の実現に向
けたまちづくりの推進

⼈権啓発事業の参加
者数 2022年 547 ⼈ 2024年 365 ⼈ 2026年 1,000 ⼈ -40%

11
「誰⼀⼈取り残さな
い」社会の実現に向
けたまちづくりの推進

障害福祉サービスの実
利⽤⼈数 2022年 3,992 ⼈ 2024年 4,773 ⼈ 2026年 4,938 ⼈ 83%

12 個別最適化された
学びの実現

⼦どもたちへの教育環
境が充実していると感
じている市⺠の割合

2023年 36.5 ％ 2024年 39.9 ％ 2026年 41.5 ％ 68%

13 個別最適化された
学びの実現

全国学⼒・学習状況
調査学校質問紙にお
ける「これまで受けた授
業の中で、⾃分の考え
をまとめ、発表・表現す
る場⾯では、ＰＣ・タブ
レットなどのＩＣＴ機
器をどの程度使⽤しま
したか。」に対して肯定
的な回答（ほぼ毎
⽇、週 3 ⽇以上）を
した割合（⼩学校）

2023年 81.8 ％ 2024年 77.3 ％ 2026年 100 ％ -25%

13 個別最適化された
学びの実現

全国学⼒・学習状況
調査学校質問紙にお
ける「これまで受けた授
業の中で、⾃分の考え
をまとめ、発表・表現す
る場⾯では、ＰＣ・タブ
レットなどのＩＣＴ機
器をどの程度使⽤しま
したか。」に対して肯定
的な回答（ほぼ毎
⽇、週 3 ⽇以上）を
した割合（中学校）

2023年 84.3 ％ 2024年 79.0 ％ 2026年 100 ％ -34%

14 ⼦どもの居場所の充
実

（⼦ども⾷堂への）⼦
どもの延べ参加⼈数 2022年 11,134 ⼈ 2024年 23,610 ⼈ 2026年 15,300 ⼈ 299%

当初値 2024年
実績

2026年
⽬標値



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2024年〜2026年

2024年度

No 取組名 指標名 達成度
（％）

15 ⼦育てしやすいまちづ
くりの推進

保育所等利⽤待機児
童 2022年 0 ⼈ 2024年 0 ⼈ 2026年 0 ⼈ 100%

16
誰⼀⼈取り残さない
⼦どもの相談体制の
充実

SNSを利⽤した相談
窓⼝の１⽉当たりの
相談成⽴件数

2023年 490 件 2024年 238 件 2026年 636 件 -173%

17 脱炭素化・循環型
社会への貢献

市域から排出される温
室効果ガス排出量
（再掲）

2022年 2,251,678 t-CO2 2024年 2,181,281 t-CO2 2026年 1,802,309 t-CO2 16%

18 脱炭素化・循環型
社会への貢献

環境基準（⼤気・⽔
質・騒⾳）の達成 2023年 96.0 ％ 2024年 95.2 ％ 2026年 100 ％ -20%

19 ⾃然環境と⽣態系
の保全

市全域の緑地⾯積
（再掲） 2022年 1,501 ha 2024年 1,532 ha 2026年 1,532 ha 100%

20 ⾃然環境と⽣態系
の保全

⾥⼭保全活動団体の
活動⽇数 2022年 366 ⽇ 2024年 231 ⽇ 2026年 400 ⽇ -397%

21 ⾃然環境と⽣態系
の保全

⾥⼭保全ボランティア
の活動⼈数・⽇数 2022年 3,106 ⼈・⽇ 2024年 2267 ⼈・⽇ 2026年 3,400 ⼈・⽇ -285%

22 まち美化の推進 登録団体が実施した
清掃活動回数 2022年 1,369 回 2024年 1,286 回 2026年 1,389 回 -415%

23 防災体制の充実 各校区の⾃主防災訓
練の参加者数 2023年 4,029 ⼈ 2024年 4,837 ⼈ 2026年 9,500 ⼈ 15%

24 防犯環境の整備と
防犯活動の推進

１⽇あたりの市内の刑
法犯罪認知件数 2022年 4 件 2024年 5.1 件 2026年 3.8 件 -550%

当初値 2024年
実績

2026年
⽬標値



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2024年〜2026年

2024年度

（２）⾃律的好循環の形成へ向けた制度の構築等

（３）「⾃治体SDGsの推進に資する取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等
●指標１︓「ニッペパーク岡東中央（市駅近くの公園）での「にぎわい空間創出事業」における来場者数」
・進捗が良かった要因としては、各種団体が集客⼒のあるイベントを開催してくれているところにある。PRできる点は、年々
実施イベントの開催回数が増えており、それに⽐例して参加者数が増えていることがあげられる。
●指標２︓「枚⽅市観光案内所Syuku56 利⽤者数」
・集客に関しては、令和6年度の施策⽬標である30,000⼈を達成することができた。要因としては「ふらっと訪れた⼈が今
⽇の楽しみを決められる場所」をコンセプトに、地域資源をつなぐ「くらわんかツ―リズム」など本市の魅⼒的な観光情報の
発信や、ホテル連携の取組、枚⽅ならではの特産品のPRなどを実施しているところにある。PRできる点は、現代版の枚⽅
宿として、幅広い世代に気軽に⽴ち寄ってもらえるよう、キッズスペ―スを備えるとともに、デジタル技術も活⽤しながら、ひら
かたの楽しいに触れ、１⽇の観光プランを発⾒できる場として運営していることがあげられる。
●指標５︓「東部地域（穂⾕地区）で開催される市主催イベントの来場者数」
・達成度が25%未満となったが、来場者数の推移としては概ね横ばいとなっている。引き続き、来場者が参加しやすい開
催内容や、魅⼒あるイベントづくりなど事業者等との連携により、東部地域への活性化に取り組む。
●指標６︓「市の創業⽀援を受けて創業した件数」
・進捗が良かった要因として、地域活性化⽀援センターでは、各⽀援機関との連携強化を図り、多くの⽅の知⾒を活⽤で
きるコミュニティ型の創業⽀援施設として、創業⽀援のワンストップ窓⼝の役割を担い、各種相談やセミナー等を効果的に
実施できたこと。また、創業初期の中⼩企業者に対するテイクオフ補助⾦の交付など、創業から成⻑、事業継続までの切
れ⽬のない⽀援に取り組んだことである。
PRできる点は、令和６年４⽉にリニューアルオープンして、新たにコワーキングスペースとシェアオフィスを開設した。コワーキン
グスペースには、コミュニティ形成を図るため利⽤者と交流を図るコミュニティマネージャーが常駐しており、創業を⽬指す利⽤
者と積極的にコミュニケーションを図っている。また、ひらっくランチ会などの利⽤者交流イベントを定期的に開催しており、その
参加者からも創業需要を掘り起こしていることである。
●指標７︓「⾼齢者が地域でいきいきと暮らせる環境が整っていると感じている市⺠の割合」
・本指標は毎年度実施している市⺠意識調査を基にしている数値であり、明確な要因については不明である。数値として
は上昇しているため、施策についてさらなる周知啓発を⾏う。
●指標８︓「企業への健康づくりに関する⽀援数」
・⽀援対象としているひらかた健康優良企業数が、策定時の101企業から、130企業へと増加したことで⽀援数も上昇し
たことが要因の1つである。

⼤阪・関⻄万博を契機として、市⺠、市⺠団体、企業、⼤学等の多様な主体との共創を⽬標として、様々な取り組みを
⾏う「ひらかた万博」の中で、共創プラットフォームを作成した。そこで、公⺠・⺠⺠連携のマッチング機会を創出し、新たな
市の特産品など新たなブランドの創出に取り組んでいる。



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2024年〜2026年

2024年度

●指標９︓「コンソーシアム連携事業への参加者数」
・進捗が良かった要因として、本計画策定時より、コンソーシアム連携事業数の増加があり、それに⽐例して参加者数が増
加したことが考えられる。
●指標10︓「⼈権啓発事業の参加者数」
・達成度が25%未満となった要因としては、講演会参加者の年齢層が固定化していることが考えられる。対応策として
は、講演テーマや講師の選定に際し、啓発が必要なテーマの中でより幅広い世代に訴求するような内容を企画するととも
に、SNSなど、様々なメディアを通じて情報の周知・発信をしていく必要がある。
●指標13︓「全国学⼒・学習状況調査学校質問紙における「これまで受けた授業の中で、⾃分の考えをまとめ、発表・
表現する場⾯では、ＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器をどの程度使⽤しましたか。」に対して肯定的な回答（ほぼ毎⽇、
週 3 ⽇以上）をした割合」
・この指標の質問紙は毎年度同⼀児童におこなっているものではないことや、当初値と⽐較し、４〜５％程度減少した
が、30⼈クラスとして換算すると１名程度の減少値であることなど、毎年度若⼲の振れ幅は発⽣してしまうことが想定され
る。振れ幅の最⼩値の底上げを⾏うことが重要であると考え、教員や児童・⽣徒に対し、ICT機器を活⽤することでの利
便性をさらに伝えていくことに取り組む。
●指標14︓「（⼦ども⾷堂への）⼦どもの延べ参加⼈数」
・要因としては、近年の⼦ども⾷堂に対する社会的認知の拡がりとニーズの増加を背景とした⼦ども⾷堂に関する活動の
活発化に対応するため、補助上限額の引き上げ（⼦どもの準備⾷数が40⾷以上提供する団体に対し、1回につき
10,000円という新たな補助区分を設ける）を⾏ったことも要因の⼀つと考えられる。
●指標16︓「SNSを利⽤した相談窓⼝の１⽉当たりの相談成⽴件数」
・達成度が25%未満となった要因としては、令和５年度新規事業として開始した当初は、児童からの試⾏利⽤が急増し
たため。対応策として、引き続き、市内の公⽴・私⽴⼩・中・⾼等学校等に事業の周知啓発を⾏う。
●指標17︓「市域から排出される温室効果ガス排出量（再掲）」
・電気の使⽤から排出される⼆酸化炭素の排出係数が、⽬標の設定時に想定していた数値よりも⼤きく増加したことが⽬
標未達成の主な要因と考えられる。
　⽬標達成に向け、引き続き温室効果ガスの削減に向けて国⺠運動「デコ活」を幅広い世代に呼び掛け、ライフスタイルを
⾒直すきっかけを創出するとともに、市⺠・事業者の脱炭素に向けた具体的な取り組みを促進するため、補助事業を実施
し、再エネ・省エネ促進などに関する⽀援を実施する。
●指標18︓「環境基準（⼤気・⽔質・騒⾳）の達成」
・達成度が25%未満となった要因としては昨今の異常気象による⾼温で、⽔温上昇により⽔素イオン濃度の数値が⾼
かったものと思われる。⽬標値の達成に向けて、引き続き、常時監視を⾏っていく。
●指標20︓「⾥⼭保全活動団体の活動⽇数」
・2024年実績が当初値を⼤幅に下回ったことについて、主な要因として、⾥⼭保全を担う活動団体の⾼齢化や、担い⼿
不⾜などにより活動を休⽌する団体があったことが挙げられる。対策として、引き続き⾥⼭保全活動団体に対する⽀援を
⾏うとともに、新たに⾥⼭保全活動団体を設⽴しようとする団体の⽀援を⾏う。
●指標21︓「⾥⼭保全ボランティアの活動⼈数・⽇数」
・2024年実績が当初値を⼤幅に下回ったことについて、主な要因として、⾥⼭保全を担う活動団体の⾼齢化や、担い⼿
不⾜などにより活動を休⽌する団体があったことが挙げられる。対策として、引き続き⾥⼭保全活動団体に対する⽀援を
⾏うとともに、担い⼿の確保につなげるため、若者世代へのPRや⾥⼭講座の開催を継続する。



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2024年〜2026年

2024年度

（４）有識者からの取組に対する評価

●指標22︓「登録団体が実施した清掃活動回数」
・達成度が25%未満となった要因としては、2022年度の1,369件に対し、2024年度は、1,286件と約80件減少して
いる。これについては、各登録団体の⾼齢化や、企業縮⼩等に伴い地域の清掃活動回数が減少傾向にあり、対応策と
しては、市⺠及び企業に対し、美化活動についてより⼀層周知に取り組んでいく。
●指標23︓「防災体制の充実」
市内校区⾃主防災会による訓練については、その回数は、コロナ以前が48回9,971⼈、R6年が43回4,837⼈となって
おり、訓練回数はコロナ前の⽔準に戻っているが、参加者数は減少している。
その要因としては校区⾃主防災組織にとって、訓練の優先順位が、従来型の住⺠を広く巻き込む形から、校区の役員を
中⼼とした避難所運営訓練へと質的に変化したことが挙げられる。
校区の防災活動が後退したわけではないが、市⺠が参加できるような訓練の機会が減ったと捉えることもできるため、より
多くの市⺠に総合防災訓練の充実など、防災について考えていただけるよう取り組みを充実させたい。
●指標24︓「防犯環境の整備と防犯活動の推進」
・コロナ禍が明けて⼈流が増加したことや、⽇々新しい犯罪の⼿⼝が発⽣することが要因のひとつとは考えられるが、正確な
要因は不明である。対策として、⻘パト巡回の強化、特殊詐欺対策機器の貸与や、SNS等を活⽤した防犯情報の配信
など、警察等の関係機関と連携しながら防犯活動に取り組んでいく。

・健康寿命と施策の関係などについて、もう少し詳しい分析があると良いと思う。
・いくつかの活動について、やや低迷状況が観察される。市⺠にとって有意義な活動にしぼって、
選択的に取り組むことも考えてよいかもしれない。
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